
 

  

 
 

電解二酸化マンガンに係る不当廉売関税賦課の調査の結果について 
 

○ 本日開催された関税・外国為替等審議会関税分科会特殊関税部会におい
て、オーストラリア、スペイン、中華人民共和国及び南アフリカ共和国か
ら輸入される電解二酸化マンガンに対して不当廉売（アンチ・ダンピン
グ）関税を賦課する最終的な決定がなされました。 

○ 昨年４月２７日より行われている当該産品に係る不当廉売関税課税調査が

行われ、国内産業等の損害等を緊急に防止する必要性が認められたことか
ら本年６月１４日より暫定的な不当廉売関税が賦課されていました。 

○ 今回の最終決定により、暫定措置がそのまま確定措置に切り替わることに
なります。 

○ 今後、改正政令の閣議決定を経て、５年間の期間で不当廉売関税の賦課が
確定することになります。 

（参考１）申請者は、東ソー㈱及び東ソー日向㈱。 

（参考２）電解二酸化マンガンは、主に乾電池の材料として使用。 

 
１．不当廉売関税率（確定措置） 

国 名 不当廉売関税率（確定税率） 

オーストラリア ２９．３％ 

スペイン １４．０％ 

中華人民共和国（紅星大龍） ３４．３％ 

中華人民共和国（その他） ４６．５％ 

南アフリカ共和国 １４．５％ 

（注）不当廉売関税は、輸出価格と輸出国の国内価格等を比較して、輸出価格が国内価格

等よりも低い場合に、これを不当な廉売として、その差額（不当廉売差額）を基に賦

課。ただし、中華人民共和国については、2001 年のＷＴＯ加盟時の取り決めに基づく

特例措置により算定。 

 

２．今後の予定 
８月２６日(火) 閣議 
８月２９日(金) 政令公布 

９月 １日(月) 政令施行 
 
 



 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

貿易経済協力局特殊関税等調査室長 中園 

            担当者： 金野、磯野 

 電 話：０３－３５０１－１５１１（内線 ３２５６） 

     ０３－３５０１－３４６２（直通） 

 

製造産業局化学課：武藤、太田 

 電 話：０３－３５０１－１５１１（内線 ３７３１） 

     ０３－３５０１－１７３７（直通） 
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オーストラリア、スペイン、中華人民共和国及び南アフリカ 

共和国産電解二酸化マンガンに係る不当廉売関税賦課の調査 

の結果について 

 

Ⅰ．調査の経緯 

平成 19年 

・1月 31日 

・4月 27日 

・6月 

・11月～12月 

 

東ソー日向㈱及び東ソー㈱が不当廉売関税の課税申請 

調査開始 

利害関係者等へ質問状を送付 

現地調査を実施 

平成 20年 

・4月 25日 

・6月 ６日 

・6月 ９日 

・6月 13日 

・6月 14日 

・7月 7日 

 

調査期限を６ヶ月延長 

関税・外国為替等審議会 

利害関係者に対し重要事実を開示 

暫定的な不当廉売関税の発動政令の公布 

暫定的な不当廉売関税の賦課（４ヶ月） 

重要事実に対する反論期限 

 

（参考）暫定的な不当廉売関税の賦課 

不当廉売された電解二酸化マンガンの輸入の事実及び当該輸入の本邦の産業に与え

る実質的な損害等の事実が認められ、当該本邦の産業を保護する必要があると認めら

れたことから、平成 20 年 6 月 14 日から、調査によって明らかになった不当廉売差額

に相当する以下の暫定的な不当廉売関税を賦課（10月 13日までの４ヶ月）。 

 

国    名 
暫定的な 

不当廉売関税率 

オーストラリア ２９．３％ 

スペイン １４．０％ 

中国 
 ４６．５％ 

紅星大龍 ３４．３％ 

南アフリカ １４．５％ 
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Ⅱ．調査結果の概要 

１．調査対象貨物 

   電解二酸化マンガンは、主に一次電池（マンガン電池、アルカリマンガン電池等）の正

極材料として使用。その他、マッチ原料、ガラス工業用途（着色）、触媒原料にも利用さ

れる。 

 

２．調査対象期間 

不当廉売輸入の事実 平成 18年 1月１日～同年 12月 31日 

損害の事実 平成 16年 4月１日～平成 19年 3月 31 日 

 

３．調査対象国 

オーストラリア、スペイン、中華人民共和国及び南アフリカ共和国の４ヶ国 

 

４．不当廉売（ダンピング）された貨物の輸入の事実 

（１） 不当廉売関税は、我が国への輸出価格と輸出国の国内価格等（正常価格）を比較し

て、輸出価格が国内価格等よりも低い場合、これを不当な廉売として、その差額（不

当廉売差額）について関税を賦課するもの。 

不当廉売差額は、個々の生産者から提出された証拠に基づいて、商取引の同一の段

階（工場出荷段階が原則）に調整した上で算出したが、提出のなかった生産者につい

ては、調査当局が「知ることができた事実」に基づき算出した。 

（２） 我が国に輸出された電解二酸化マンガンは、マンガン一次電池製造用（マンガング

レード）及びアルカリ一次電池製造用（アルカリグレード）等。輸出価格と正常価格

の比較にあたっては、型番（又はグレード）毎に不当廉売差額を算出した。 

（３） 中国については、平成 13 年のＷＴＯ加盟時の取り決めに基づく特例措置（注）により

算出した。 

（４） 不当廉売差額は次のとおりであり、不当廉売された貨物の輸入の事実が認められた。 

          各国の不当廉売の事実 

国    名 不当廉売差額（輸出価格＝１００） 

オーストラリア ４１ 

スペイン １７ 

中国（注） 
紅星大龍 ４３ 

その他 ７４ 

南アフリカ １８ 
   （注）中国の特例措置は、中国の生産者が市場経済の条件が浸透している事実を明確に 

     示すことができない場合には、比較可能な最も近い経済発展段階にある国の価格を 

正常価格として比較を行うもの。 
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５．国内産業に与える損害の事実 

不当廉売された貨物の輸入の本邦の産業に与える実質的な損害等の事実については、

４ヶ国からの輸入を全体として、①不当廉売された貨物の輸入の増加、②国産の電解二酸

化マンガン価格に与える影響、③国内産業に及ぼす影響、について検討したところ、国内

産業に与える損害の事実が認められた。 

 

（１） 輸入の動向 

調査対象期間の平成 16 年度から平成 18 年度にかけて、輸入が急増し、国内販売数

量、市場占拠率等が減少している。 

 

指数（平成１６年度＝１００） 平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 
16→18年度 

変化率 

４ヶ国からの輸入量 １００ １４７ １６６ ＋６６ 

国産品の国内販売量 １００ ７３ ５４ ▲４６ 

国内総需要（注） １００ ９７ ９０ ▲１０ 

国内産業の市場占拠率 １００ ７５ ６０ ▲４０ 

（注）国内総需要は、４ヶ国以外の国からの輸入を含む。 

 

（２） 国内産業の損害 

利潤、雇用等が大幅に減少しており、国内産業に損害が生じている。 
 

指数（平成１６年度＝１００） 平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 
16→18年度 

変化率 

利潤（営業利益） １００ ▲１８５２ ▲１８９７ 正→負 

平均雇用人数 １００ ７２ ５５ ▲４５ 

 

６．因果関係 

調査対象国以外からの輸入が僅かである等、他の要因による影響は限定的であることか

ら、不当廉売された貨物の輸入により、国内産業に及ぼす損害の事実が認められた。 

 

７．価格約束 

   輸出者５社から価格約束の申出案が提出されたが、ガイドライン 15.(3)に規定する拒否

事由に該当することから、当該約束の申出案を受諾しないこととした。 
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Ⅲ．不当廉売関税の賦課 

以上のように、重要事実に示した不当廉売された貨物の輸入の事実及びこれによる国内

産業に与える実質的な損害等の事実について特段変更はないこと、並びに国内産業を保護

する必要があることから、不当廉売関税を賦課することが適当と考えられる。（税率は暫

定税率と同率。期間は５年）。 

なお、本年６月 14 日から、暫定的な不当廉売関税が課されている貨物についても、暫

定措置がとられなかったとしたならば、その輸入により本邦の産業に実質的な損害を与え

たと認められることから、不当廉売関税を賦課することが適当と考えられる。 
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Ⅰ．電解二酸化マンガン（ＥＭＤ）産業の現状について 

 

１．電解二酸化マンガンとは 

（１）電解二酸化マンガン（ＥＭＤ）は主として、一次電池 

（マンガン電池、アルカリマンガン電池等）の正極材料 

として使われる化学物質である。 

その他、マッチ原料、ガラス工業用途（着色）、触媒原料 

などに使われている。 

 

 （２）一次電池での使用例 

①マンガン乾電池 

マンガン乾電池は、一次電池の一種で、正極に二酸化マンガン、負極に亜鉛、電解液に塩

化亜鉛を用いたもので、外側が亜鉛缶になっている。電解液は二酸化マンガンと混合された

形で使われる。負荷電流が比較的小さいリモコン、時計など、また間歇的に使用するガスコ

ンロやストーブの点火ヒーター、懐中電灯などに用いられる。 

  ②アルカリ乾電池 

アルカリ・マンガン乾電池は、一次電池の一種で、正極に二酸化マンガンと黒鉛の粉末を

混合したもの、負極に亜鉛、電解液に水酸化カリウムを用いた乾電池で、内側に亜鉛粒が配

置されている。電解二酸化マンガンの内でも、高純度・高性能のものが使用されている。マ

ンガン乾電池に比べ高いエネルギー密度を持ち、モータ駆動用、ストロボなど連続的に大き

な電流を必要とする各種携帯機器に使用されている。 

   一次電池の構造例 

      ＜マンガン乾電池＞               ＜アルカリ乾電池＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：電池工業会ホームページ 

 

 

 

 
参 考 
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２．電解二酸化マンガンの国内製造事業者について 

① 東ソー㈱、東ソー日向㈱ 日向工場 

② 三井金属鉱業㈱ 竹原工場 

 

 

３．電解二酸化マンガンの輸入 

○電解二酸化マンガン（ＥＭＤ）の輸入量の推移 

（単位：トン） 
 2004 年度 2005 年度 2006 年度 04→06 年度変化率 

ＥＭＤ輸入量 9,225 13,457 15,160 ＋64.3% 

貿易統計から 

 国内輸入は、南アフリカ、スペイン、豪州、中国の４カ国で占める。 

 

２００６年度輸入国別  

   トン 割合(%) 

南アフリカ 2,654 17.5  

スペイン 2,600 17.2  

豪州 5,671 37.4  

中国 4,111 27.1  

その他 124 0.8  

総輸入量 15,160 100 

 

      

南 ア
17.5% 

 

スペイン 

17.2% 

豪 州
37.4% 

中 国
27.1% 

その他 0.8% 
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４．電解二酸化マンガンに関する産業上の保護の必要性 

電解二酸化マンガンは、乾電池等従来の用途に加え、今後は自動車の次世代バッテリー材料などの

重要技術の基盤素材としての用途も見込まれている。このような中において、電解二酸化マンガンの

生産能力を国内に維持することは、二酸化マンガンの継続的・安定的な供給体制を強化することとな

る上、国内での電池製造事業者同士の密接な連携を可能とすることにより、電池の技術開発能力を向

上させることに繋がるものであり、我が国産業の競争力維持のためにも必要となるものである。 
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Ⅱ．不当廉売関税制度の概要 
 

区分 不当廉売関税 

国内法上の根拠規定 
 ・関税定率法第８条 
 ・不当廉売関税に関する政令 

ＷＴＯ協定上
の根拠規定 

 ・ガット第６条 
 ・ダンピング防止協定 

制度の概要 
 ・不当廉売された輸入貨物に対し、同種の貨物を生産する国

内産業を保護するために課する割増関税。 

適用要件 

(1) 当該貨物に不当廉売の事実があること。 
（ダンピング輸入の事実） 

(2) 当該貨物の輸入が我が国の産業に実質的な損害を与
え、若しくは与えるおそれがあり、又は我が国産業の確
立を実質的に妨げる事実があること。 
（損害等の事実、因果関係） 

(3) 我が国産業を保護するため必要があると認められること。 

（産業保護の必要性） 

関税措置 

 ・不当廉売差額〔（正常価格）－（不当廉売価格）〕と同額
以下の割増関税。 

発動政令の
指定事項  ・貨物の品名、供給者又は供給国、期間、割増関税の額 

備考 
・暫定措置の期間は原則４月以内 
・確定措置の期間は原則５年間以内 
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Ⅲ．不当廉売関税の課税手続の流れ 
 

 

国内産業の利害関係者からの課税申請 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不当廉売関税賦課 
（期間：５年以内） 

 

 

 

調 査 開 始 

２
ヶ
月
を
目
途 

原
則
１
年
以
内
（
最
大
１
８
ヶ
月
） 

（注）三大臣とは、財務大臣、産業所管大臣、経済産業大臣を指す。 

調査開始せず 

・ 利害関係者への質問状

の送付・回答 

・ 利害関係者からの回答

内容の分析・検証 

・ 利害関係者から情報が

得られない場合、「知

ることができた事実」

に基づき判断 

利害関係者への重要事実の通知 

利害関係者の反論・反証 

最 終 決 定 

相
当
な
期
間 

課税せず 

不当廉売対象貨物の輸入及び実質的損害等の事

実が継続又は再発するおそれがあることについ

ての十分な証拠 

財務大臣 

（注） 

三大臣は常に緊

密な連絡を保つ

とともに、重要

事項については

協議の上定める 

 

（注） 

三大臣、相互に

通知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
閣議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  閣議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員に通知 

・事情説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

諮問  答申 

 

 

 

 

 

 

 

報告 

 

諮問  答申 

 

（関税・外国為替等審議会  

関税分科会） （政 府） 

政令公布 

【平成 19年 1月 31日】 

【平成 19年 4月 27日】 

【平成 19年 6月 5日】 

質問状の送付 

調査期間延長 【平成 20年 4月 25日】 

暫定措置 

【平成 20年 6月 14日】 

【平成 20年 6月 9日】 

【平成 20年 7月 7日】 
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Ⅳ．暫定措置関連法令 
 
関税定率法（明治四十三年四月十五日法律第五十四号） 
 

（不当廉売関税）  

第八条  不当廉売（貨物を、輸出国における消費に向けられる当該貨物と同種の貨物の通常の

商取引における価格その他これに準ずるものとして政令で定める価格（以下この条において

「正常価格」という。）より低い価格で輸出のために販売することをいう。以下この条におい

て同じ。）された貨物の輸入が本邦の産業（不当廉売された貨物と同種の貨物を生産している

本邦の産業に限る。以下この条において同じ。）に実質的な損害を与え、若しくは与えるおそ

れがあり、又は本邦の産業の確立を実質的に妨げる事実（以下この条において「本邦の産業に

与える実質的な損害等の事実」という。）がある場合において、当該本邦の産業を保護するた

め必要があると認められるときは、政令で定めるところにより、貨物、当該貨物の供給者又は

供給国及び期間（五年以内に限る。）を指定し、当該指定された供給者又は供給国に係る当該

指定された貨物（以下この条において「指定貨物」という。）で当該指定された期間内に輸入

されるものにつき、別表の税率による関税のほか、当該貨物の正常価格と不当廉売価格との差

額に相当する額（以下この条において「不当廉売差額」という。）と同額以下の関税（以下こ

の条において「不当廉売関税」という。）を課することができる。  

 

２  前項の場合のほか、不当廉売された貨物のうち、第九項の規定による措置（以下この項に

おいて「暫定措置」という。）がとられ、かつ、次の各号に掲げる貨物の区分に応じ当該各号

に定める期間内に輸入された指定貨物があるときは、これらの貨物について、別表の税率によ

る関税のほか、政令で定めるところにより、不当廉売関税を課することができる。この場合に

おいて、当該暫定措置がとられていた期間内に輸入された貨物について課することができる不

当廉売関税の額は、第九項第一号の規定により課された暫定的な関税又は同項第二号の規定に

より提供を命ぜられた担保により保証された額を限度とする。  

一  その輸入が本邦の産業に実質的な損害を与えたと認められる貨物（暫定措置がとられな

かつたとしたならばその輸入により本邦の産業に実質的な損害を与えたと認められるものを

含む。次号において同じ。）（同号及び第三号に該当するものを除く。） 暫定措置がとら

れていた期間  

二  第八項（第十四項、第二十四項及び第二十八項において準用し、並びに第二十四項の規

定を第三十一項において準用する場合を含む。第九項及び第三十一項において同じ。）の規

定により受諾された約束の違反があつたことにより暫定措置がとられた貨物で、その輸入が

本邦の産業に実質的な損害を与えたと認められるもの 暫定措置がとられた日の九十日前の

日と当該約束の違反があつた日とのいずれか遅い日以後前項の規定による指定がされた日の

前日までの期間  

三  その輸入が短期間に大量に行われたことにより、本邦の産業に与える実質的な損害等の

事実を生じさせたと認められる貨物で、次に掲げる貨物のいずれかに該当し、かつ、当該輸

入の時期、当該輸入に係る貨物の数量その他の状況を勘案して、前項の規定による不当廉売

関税を課するだけでは本邦の産業に与える実質的な損害等の事実の再発を防止することが困

難であると認められるもの 暫定措置がとられた日の九十日前の日と調査開始の日とのいず

れか遅い日以後前項の規定による指定がされた日の前日までの期間  

イ 不当廉売されたことにより過去に本邦の産業に与える実質的な損害等の事実を生じさせ

た貨物 

ロ 当該貨物が不当廉売されたものであり、かつ、その輸入により本邦の産業に与える実質

的な損害等の事実が生ずることをその輸入者が知つていた又は知り得べき状態にあつたと

認められる貨物 
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３  前項の不当廉売関税は、当該不当廉売関税を課されることとなる貨物の輸入者が納める義

務があるものとする。この場合において、当該貨物につき第九項第一号の規定により課された

暫定的な関税が納付されているときは、当該不当廉売関税が納付されたものとみなす。  

 

９  政府は、第五項の調査が開始された日から六十日を経過する日以後において、その調査の

完了前においても、十分な証拠（前項の規定により受諾された約束の違反があつたときは、最

大限の入手可能な情報）により、不当廉売された貨物の輸入の事実及び当該輸入の本邦の産業

に与える実質的な損害等の事実を推定することができ、当該本邦の産業を保護するため必要が

あると認められるときは、政令で定めるところにより、貨物、当該貨物の供給者又は供給国及

び期間（九月以内で政令で定める期間内に限る。）を指定し、当該指定された供給者又は供給

国に係る当該指定された貨物で当該指定された期間内に輸入されるものにつき、当該貨物を輸

入しようとする者に対し、次のいずれかの措置をとることができる。  

一  当該貨物の正常価格と推定される価格と不当廉売価格と推定される価格との差額に相当

する額と同額以下の暫定的な関税を課すること。  

二  第二項の規定による不当廉売関税を保全するため、前号の暫定的な関税の額に相当する

額を保証する担保の提供を命ずること。  

 

１１  政府は、第五項の調査が終了したときは、第二項の規定により不当廉売関税を課する場

合を除き、第九項の規定により課された暫定的な関税又は提供された担保を速やかに還付し、

又は解除しなければならない。同項の規定により課された暫定的な関税又は提供された担保の

額が第二項の規定により課される不当廉売関税の額を超える場合における当該超える部分の暫

定的な関税又は担保についても、同様とする。  
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中国の特例措置の場合 

日本向輸出価格 

第三国における

国内価格等 

不当廉売 

課税額とし

て採用可 

 

  

 

 

中国における国内 

価格等（市場原理に

基づかない価格） 

 

 

市場経済の条件の浸透

を証明できない場合 

Ⅴ．中国に対する特例措置の概要 
 

１．概要 

ＷＴＯ加盟国は、中国に対する平成 13 年のＷＴＯ加盟の際の取り決めにより、

平成 28年までの間、市場経済の条件が浸透している事実を明確に示すことがで

きない場合は、不当廉売関税に関して特例措置を適用できることとされている。 

我が国では、中国の企業を対象に不当廉売関税の課税調査を行う場合、特例

措置として、調査対象企業自らが、 

① 生産者が政府から独立して市場原理に基づき意思決定していること 

② 市場価格での原料購入 

③ 労働者との賃金交渉 

④ 生産手段の自己管理 

⑤ その他（国際会計基準に基づく会計処理） 

を実証しない限り、不当廉売差額を計算する際に、輸出価格と比較する対象を

中国の国内価格等ではなく、第三国での国内価格等を用いることができること

としている。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

２．本調査における特例措置の適用 

本調査において、市場価格による価格決定に関する証拠を提出した中国企業

は、紅星大龍１社。その企業についても、地方政府が間接的な株主となってい

る等、生産者の事業活動が政府から独立していないものと考えられ、市場原理

により生産価格、販売価格が決定されている証拠は明確に示されなかったこと

などから、特例措置を適用。 

 

 （参考）特例措置に対する各国の対応 

我が国、米国、ＥＣは特例措置を維持。なお、中国は、各国に対し本特例措置の撤廃

を働きかけており、ＮＺ、豪州、韓国等が特例措置を撤廃。 
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（参考） 

中国ＷＴＯ加盟議定書 (WT/L/432) 

第15条  補助金およびダンピングの決定に際しての価格比較可能性  

「1994年のガット」、「1994年の関税および貿易に関する一般協定第6条の実施に関する協

定」（「ＡＤ協定」）および「ＳＣＭ協定」は、中国を原産地としてＷＴＯ加盟国へ輸入される

産品についての手続に適用される。ただし、以下の条件とも合致していることを要する。 

（a） 「1994年のガット」第６条および「ＡＤ協定」の下における価格比較可能性の決定に当た

り、輸入国であるＷＴＯ加盟国は、調査の対象となる産業について、中国の価格またはコス

トを用いるか、または以下の規則に基づき、中国における国内価格またはコストとの厳密な

比較にはよらない方法を用いるものとする。 

（i） 調査対象生産者が、同種の産品を生産している産業において、当該産品の製造、生産

および販売について市場経済の条件が浸透している旨を明らかに示すことができる場合

には、輸入国であるＷＴＯ加盟国は、価格比較可能性を決定するに当たり、調査の対象

となる産業について中国の価格またはコストを用いる。 

（ii） 調査対象生産者が、同種の産品を生産している産業において、当該産品の製造、生

産および販売について市場経済の条件が浸透している旨を明らかに示すことができない

場合には、輸入国であるＷＴＯ加盟国は、中国における国内価格またはコストとの厳密

な比較にはよらない方法を用いることができる。 

（中略） 

（d） （中略）この条の（a）（ii）の規定は、加入後 15年の経過をもって失効する。 

 

 

 

不当廉売関税に関する政令（平成６年 12月 28 日政令第 416号） 

（正常価格） 

第二条  法第八条第一項 に規定する政令で定める価格は、次に掲げる価格とする。 

（中略） 

四  当該輸入貨物の供給国と比較可能な最も近い経済発展段階にある国における消費に向

けられる当該輸入貨物と同種の貨物の通常の商取引における価格、当該供給国と比較可能

な最も近い経済発展段階にある国から輸出される当該同種の貨物の輸出のための販売価格

又は当該輸入貨物の原産国と比較可能な最も近い経済発展段階にある国における当該同種

の貨物の生産費に当該同種の貨物に係る通常の利潤並びに管理費、販売経費及び一般的な

経費の額を加えた価格 

（中略）  

３  前項の規定にかかわらず、中華人民共和国（香港地域及びマカオ地域を除く。以下この

項及び第 10 条の２において同じ。）又はベトナムを原産地とする特定の種類の輸入貨物に

法第８条第１項の規定を適用する場合において、当該輸入貨物の生産者が、当該輸入貨物と

同種の貨物を生産している当該輸入貨物の原産国の産業において当該同種の貨物の生産及び

販売について市場経済の条件が浸透している事実（第 10 条の２において「特定貨物の生産

及び販売について市場経済の条件が浸透している事実」という。）があることを明確に示す

ことができない場合は、第１項第４号に掲げる価格を用いることができる。 
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相殺関税及び不当廉売関税に関する手続等についてのガイドライン 

（最終改正 平成 19年 4月 1日） 

 

３．特定貨物の生産及び販売について市場経済の条件が浸透している事実（不当廉売関税政令第

２条第３項、第10条の２第１項、第２項、第３項、第４項） 

（１）不当廉売関税政令第２条第３項の規定において中華人民共和国（香港地域及びマカオ地域

を除く。以下同じ。）又はベトナムを原産地とする特定の種類の輸入貨物の生産者が明確に

示すこととされている「特定貨物の生産及び販売について市場経済の条件が浸透している事

実」には、以下の事実が含まれるものとする。 

一 価格、費用、生産、販売及び投資に関する生産者の決定が市場原理に基づき行われてお

り、これらの決定に対する政府（当該輸入貨物の原産国の中央政府、地方政府又は公的機

関をいう。四において同じ。）の重大な介入がない事実 

二 主要な投入財（原材料等）の費用が市場価格を反映している事実 

三 労使間の自由な交渉により労働者の賃金が決定されている事実 

四 生産手段の政府による所有又は管理が行われていない事実 

五 その他「特定貨物の生産及び販売について市場経済の条件が浸透している事実」につい

て財務大臣が適当と認めるものであって、調査開始時に生産者に通知するもの 

（２）中華人民共和国が世界貿易機関へ加入するため世界貿易機関との間において合意した条

件を定めた議定書第 15 節(d)の規定並びにベトナムが世界貿易機関へ加入するため世界貿

易機関との間において合意した条件を定めた議定書２並びに作業部会報告書 255(ｄ)及び

527 の規定により、不当廉売関税政令第２条第３項及び第 10 条の２の規定のうち、中華人

民共和国を原産地とする特定貨物に関するものは平成 28年 12月 10日まで、ベトナムを原

産地とする特定貨物に関するものは平成 30年 12月 31日までの間に限り適用できるもので

あることに留意する。 
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Ⅵ．価格約束関連法令等 
 
関税定率法（明治四十三年四月十五日法律第五十四号） 
 
（不当廉売関税）  

第八条    
７  第五項の調査が開始された場合において、当該調査に係る貨物の輸出者は、政府に対し、

当該貨物の不当廉売の本邦の産業に及ぼす有害な影響が除去されると認められる価格に当該貨
物の価格を修正する旨の約束又は当該貨物の輸出を取りやめる旨の約束の申出をすることがで
きる。  

 
不当廉売関税に関する政令（平成６年 12月 28 日政令第 416号） 
 
（約束の申出等）  

第十四条  法第八条第五項 、第十三項、第二十二項（同条第三十一項 において準用する場合
を含む。）又は第二十七項の調査に係る貨物の輸出者は、同条第七項 （同条第十四項 前段、
第二十四項及び第二十八項において準用し、並びに同条第二十四項 の規定を同条第三十一項 
において準用する場合を含む。第十八条において同じ。）の規定により政府に対し約束の申出
をしようとするときは、その旨、当該約束の申出の内容及び法第八条第五項 の調査を完了さ
せることを希望する場合にあってはその旨を記載した書面を財務大臣に提出しなければならな
い。  

 
相殺関税及び不当廉売関税に関する手続等についてのガイドライン 

（最終改正 平成 19年 4月 1日） 
１５．約束 
（３）次の各号のいずれかに該当する場合には、約束の申出を拒否することができる。 

一 国内産業の損害が除去され得る最低価格が輸出者より提示されない場合 
二 国内産業の損害が除去され得る措置が補助金の交付を行った輸出国における政
府より提示されない場合 

三 輸出者の約束履行が疑わしいと判断される合理的理由が存在する場合 
四 約束の遵守状況の監視が困難になると判断される客観的事情が存在する場合 
五 その他約束の受諾が不適切と考えられる上記に準ずる客観的な事由がある場合 

 
千九百九十四年の関税及び貿易に関する一般協定第六条の実施に関する協定 

（アンチダンピング協定） 
 

第八条 価格に関する約束 
８．１ 当局は、ダンピングの与える損害が除去されると認める価格の修正又は関係地域に対

するダンピング価格による輸出の停止についての満足すべき自発的な約束を輸出者がした場
合には、暫定措置をとらず又はダンピング防止税を課することなく、手続を停止し又は取り
やめることができる（注）。約束に基づく価格の引上げは、ダンピングの価格差を無くすた
めに必要な範囲を超えるものであってはならない。ダンピングの価格差に相当する額よりも
少ない額の価格の引上げが国内産業に対する損害を除去するために十分である場合には、当
該価格の引上げの額は、その少ない額であることが望ましい。 
注 「手続を停止し又は取りやめることができる」とは、８．４に規定する場合を除くほか、
価格に関する約束の実施と合わせて手続を継続することを許すものと解してはならない。 

８．３ 当局が、現実の又は潜在的な輸出者が極めて多数であることその他の理由（一般的な
政策上の理由を含む。）により、約束を認めることが実際的でないとする場合には、申出の
あった約束を認める必要はない。この場合において、当局は、実行可能なときは、約束を認
めることが適当でないとするに到った理由を輸出者に提示するものとし、また、可能な限り、
輸出者に対しその点について意見を表明する機会を与える。 

 
 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%8e%6c%8e%4f%96%40%8c%dc%8e%6c&REF_NAME=%96%40%91%e6%94%aa%8f%f0%91%e6%8c%dc%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000005000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000005000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000005000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%8e%6c%8e%4f%96%40%8c%dc%8e%6c&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%8e%4f%8f%5c%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000031000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000031000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000031000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%8e%6c%8e%4f%96%40%8c%dc%8e%6c&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%8e%b5%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000007000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000007000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000007000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%8e%6c%8e%4f%96%40%8c%dc%8e%6c&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%8f%5c%8e%6c%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000014000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000014000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000014000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%8e%6c%8e%4f%96%40%8c%dc%8e%6c&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%93%f1%8f%5c%8e%6c%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000024000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000024000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000024000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%8e%6c%8e%4f%96%40%8c%dc%8e%6c&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%8e%4f%8f%5c%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000031000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000031000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000031000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%8e%6c%8e%4f%96%40%8c%dc%8e%6c&REF_NAME=%96%40%91%e6%94%aa%8f%f0%91%e6%8c%dc%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000005000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000005000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000005000000000000000000
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Ⅶ．我が国における不当廉売関税の申請及び課税の状況 

 

 

 

  
 ① 

中華人民共和国、
南アフリカ共和国及
びノルウェー産フェ
ロシリコマンガン 

 
 

  
・1991.10  日本フェロアロイ協会 課税申請 
 ・ 91.11  調査開始 
 ・  93. 1  中国２社と価格約束 
 ・ 93. 2  中国産フェロシリコマンガンに対する不当廉売関

税に関する政令施行（不当廉売関税課税） 
 ・ 98. 1  課税期間満了 
 

  
 ② 

パキスタン産綿糸 
 
 

  
・1993.12  日本紡績協会 課税申請 

 ・ 94. 2  調査開始 
 ・  95. 8  パキスタン産綿糸に対する不当廉売関税に関する

政令施行（不当廉売関税課税） 
 ・2000. 7  課税期間満了 
 
 

 
 ③ 

韓国及び台湾産ポ
リエステル短繊維 

 

 
・2001. 2  帝人等５社 課税申請 
 ・ 01. 4  調査開始 
 ・  02. 7  ポリエステル短繊維に対して課する不当廉売関

税に関する政令施行（不当廉売関税課税） 
・  06. 6  帝人ファイバー等３社 課税期間延長申請 

・ 06. 8  調査開始 
・ 07. 6  ポリエステル短繊維に対して課する不当廉売関税

に関する政令施行（延長） 
 

 
 ④ 

オーストラリア、
スペイン、中華人民
共和国及び南アフリ
カ共和国産電解二酸
化マンガン 

 

 

 
・2007. 1  東ソー日向等２社 課税申請 
・ 07. 4  調査開始 
・ 08. 4  調査期限延長 
・ 08. 6  電解二酸化マンガンに対して課する暫定的な不当 

廉売関税に関する政令施行 
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Ⅷ．我が国に対する不当廉売関税の課税状況 

 

オーストラリア、中華人民共和国、南アフリカ共和国及び欧州連合による日本

産品に対する不当廉売関税の課税状況（平成 20年 7月末現在発動中のもの） 

（１）オーストラリア 

産品 発動日 関税率 

熱延鋼板 2004年 4月 2日 2.22％ 

塩化ビニル樹脂 
1992年 10月 22日 

2007年 10月 4日 
8% 

（出所）ＷＴＯへの通報文書 

（２）中華人民共和国 

産品 発動日 関税率 

無水フタル酸 2003年 8月 31日 66% 

ブチレン・ゴムＳＢＲ 2003年 9月 9日 0-33% 

塩化ビニル樹脂 2003年 9月 29日 7-84% 

トルエン (TDI) 2003年 11月 22日 4-49% 

フェノール 2004年 2月 1日 6-144% 

エタノールアミン 2004年 11月 14日 74% 

クロロプレン・ゴム 2005年 5月 10日 2-151% 

水加ヒドラジン 2005年 6月 17日 184% 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ (TCE) 2005年 7月 22日 159% 

ｼﾞﾒﾁﾙ･ｼｸﾛｼﾛｷｻﾝ 2006年 1月 16日 13-22% 

フランフェノール 2006年 2月 12日 132.20% 

ﾇｸﾚｵﾁﾄﾞ類食品添加物 2006年 5月 12日 25-119% 

カテコール 2006年 5月 22日 42.86% 

エピクロロヒドリン 2006年 6月 28日 0-71.5% 

ポリブチレンＰＢＴ 2006年 7月 22日 6.2-17.31% 

ビスフェノール A  2007年 8月 30日 6.1-37.1% 

メチルエチルケトン 2007年 11月 22日 9.6-66.4% 

塗工印刷用紙 2003年 8月 6日 9-71％ 

光ファイバー 2005年 1月 1日 46% 

電解コンデンサ紙 2007年 4月 18日 15-40.83% 

ステンレス冷延鋼板 2006年 4月 8日 17-58% 

スパンデックス 2006年 10月 13日 13.87-61.00% 

アセトン 2008年 6月 8日 6.7-51.6% 

（出所）ＷＴＯへの通報文書 

（３）南アフリカ共和国 

なし。 

（４）欧州連合 

なし。 
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Ⅸ．電解二酸化マンガンに対する不当廉売関税の課税状況 

 

 
（2008年 4月末現在発動中のもの） 

発動国 対象国 課税措置（【  】内は不当廉売関税率） 

ＥＵ 南アフリカ共和国 

2006年 12月 調査開始 
2007年 9月 暫定措置 【14.9％】 
2008年 3月 確定措置 【17.1％】 

米国 

オーストラリア 
2007年 9月 調査開始 
2008年 3月 暫定措置 【120.59％】 

9月  最終決定 【83.66％】（予定） 

中華人民共和国 

2007年 9月 調査開始 

2008年 3月 暫定措置 【236.81％】 
    9月 最終決定 【149.92％】（予定） 

（出所）ＷＴＯへの各国通報文書、各国官報、米国商務省文書 
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Ⅹ．ＷＴＯ加盟国による不当廉売関税の課税状況 
 

 

発動国 

計 イン

ド 
米国 ＥＣ 

ｱﾙｾﾞﾝﾁ

ﾝ 
南ｱﾌﾘｶ トルコ 中国 カナダ ﾒｷｼｺ 

ﾌﾞﾗ 

ｼﾞﾙ 

ｵｰｽﾄ

ﾗﾘｱ 
韓国 日本 

その

他 

被
発
動
国 

中国 82 54 53 38 14 43 0 12 15 20 10 13 0 69 423 

韓国 25 12 12 10 16 7 19 5 1 1 11 0 1 23 143 

台湾 28 12 11 10 5 9 10 4 3 1 2 3 1 13 112 

米国 16 0 6 5 5 1 16 11 19 9 4 6 0 10 108 

日本 18 22 7 5 1 0 22 2 2 1 2 11 0 10 103 

ロシア 13 8 15 2 2 5 6 3 6 2 1 2 0 19 84 

タイ 13 9 17 2 4 8 1 1 0 1 7 0 0 17 80 

インド 0 11 16 5 12 8 4 3 1 3 0 2 0 13 78 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 14 9 11 3 5 4 1 2 1 0 4 2 0 20 76 

ブラジル 8 8 4 30 4 1 0 3 9 0 0 0 0 5 72 

ウクライナ 4 6 11 2 1 4 1 3 6 1 0 0 0 11 50 

マレーシア 9 3 10 2 2 3 2 0 0 4 2 0 0 11 48 

ＥＣ 28 0 0 0 0 0 6 0 1 2 0 0 0 7 44 

ドイツ 6 4 0 2 8 1 3 2 1 2 1 2 0 4 36 

南アフリカ 5 8 3 6 0 0 0 3 0 2 2 0 0 5 34 

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 16 0 1 0 0 0 4 0 0 0 4 3 0 0 28 

フランス 3 4 0 0 5 0 1 4 0 3 2 1 0 4 27 

イタリア 3 8 0 4 2 1 0 1 0 1 2 0 0 4 26 

メキシコ 2 8 3 2 0 0 1 2 0 2 0 0 0 6 26 

ルーマニア 2 3 4 1 0 3 0 2 2 2 0 0 0 6 25 

スペイン 4 5 0 4 2 0 0 1 0 2 0 1 0 3 22 

トルコ 4 3 2 2 2 0 0 3 0 0 0 0 0 6 22 

その他 52 48 58 26 31 15 7 20 14 20 16 6 1 68 382 

計 355 245 244 161 121 113 104 87 81 75 72 54 3 334 2049 

（出所）ＷＴＯホームページ（1995年 1月から 2007年 12月末までの実績） 


